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論点と検討の方向性 
 

論点 検討の方向性（案） 

【令和元年台風第19号による堤防決壊の要因と特徴】 
 
○令和元年台風第19号では国管理・県管理併せて140箇所で堤防が決壊したが、その要因は８割以上が越
水である。また、今後地球温暖化により洪水規模が増大し堤防を越水するおそれが更に高まることが想定さ
れている。 

 

○決壊が生じた箇所は、河川の合流点、橋梁等横断工作物、狭窄部、湾曲部の影響により水位上昇が生じる

箇所が多いと考えられる。 

 
○越流水深、越流時間、裏法面の植生、堤体材料などが堤防の決壊に影響を及ぼしているものと考えられる
が、明確な傾向は現れていない。 
 
○堤防調査委員会から、本復旧工法について「今後、危機管理的な観点で実施可能な種々の対策の検討が必
要」、「危機管理型ハード対策についてはより効果的な対策を引き続き検討すること」といった意見が出され
ている。 
 

 
 
 
■洪水時の河川の水位を下げて洪水を安全に流すための抜本的な治水対策や流域における対
策を進めることを基本としつつ、並行して、越水を想定した河川堤防の強化対策について
検討する。 

 
 
■その際、越水を想定した河川堤防の強化を実施するための計画上の枠組みについて検討す
る（危機管理対策としての位置づけを明確化する）。 

 
 
 
■河川堤防の強化に関する技術開発にあたり、実験等だけではなく、少しずつでも現場の施
工実績を積みながら、実践的に課題の整理・解決への取り組みを実施していくことについ
て検討する（取り組み状況を踏まえつつ段階的に実施することとし、当面、令和元年台風
第19号の被災河川の復旧において、地形的特徴等の影響による懸念が残る箇所について
先行的に実施する）。 

 
 
 
■既存の土堤への強化や用地の状況を前提とし、まず、危機管理型ハード対策の改良版とし
て被覆型を中心とした河川堤防の強化工法について検討する。 

 
 
 
■できるだけ低コストの材料や工法について検討する。 
 
 
 
■機能の継続性が長期的に確保できる工法について検討する。 
 
 
 
■維持管理上の負担が小さい工法を検討する。併せて、点検、維持管理に必要な技術開発等
について検討する。また、異常の通報など地域との協働についても検討する。 

 

【計画に関する論点について】 
 
○洪水を計画高水位以下で安全に流すという従来の治水の基本的な考え方に対し、越水を想定した堤防強化
を計画上どう位置づけるか。 
 
○河川堤防の強化のための、同一氾濫域における長大な区間にわたる新たな用地取得。 
 
【設計に関する論点について】 
 
○これまでの検討からは、「越水に対して決壊しない」と言える補強技術、いわゆる「耐越水堤防」とする
技術は、現状では高規格堤防を除いて確立されていない。 

 

○長大な区間にわたる河川堤防の強化には、経済性が求められる。 

 
○長期的な河川堤防としての機能の継続が求められる。 
 

【維持管理に関する論点について】 
 
○裏法面を被覆した工法は、沈下等による内部盛土の空洞化、強化資材やその接続部の耐久性、剛体と土と
の材質の相違による空隙の発生など点検・修繕のしづらさなどが指摘されている。 
 

【中長期的な論点について】 
 
○越水に対して決壊しにくい堤防については未解明の部分も多いことから、より決壊しにくい堤防の開発に
向け継続的に取り組む必要がある。 
 

 
■引き続き、データの収集を行いつつ、効果・維持管理・コスト等の観点から堤防強化手法
の開発に民間の技術等も活用しつつ取り組むとともに、堤防強化を行う場所の考え方につ
いて検討を行う。 

 


